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2022 年度国費外国人留学生（研究留学生）募集要項（大学推薦） 

 

 

 文部科学省は、大学推薦による国費外国人留学生（研究留学生（一般枠））を下記のとお

り募集する。 

 

記 

1. 推薦候補者 

候補者は、日本の大学と大学間交換協定を結んでいる海外の提携大学から公式に推薦を受

けた者でなければならない。 

 

2. 応募者資格及び条件 

 (1)対象： 大学院レベルの外国人留学生として、新たに海外から留学する優秀な（※1）者。 

(※１）現在、社会人の者は最終学歴の学業成績、在学生は現在在籍する課程の学業成績係

数*が 2.30 以上であり、奨学金支給期間中においてもこれを維持する見込みがある者をいう。 

 

＜*学業成績係数計算方法＞  

区分 成績評価 

4段階評価   優 良 可 不可 

4段階評価   A B C F 

4段階評価   100～80 79～70 69～60 59～ 

5段階評価 S A B C F 

5段階評価 A B C D F 

5段階評価 100～90 89～80 79～70  69～60 59～ 

評価ポイント* 

*(文部科学省定義) 
3 3 2 1 0 
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（計算式） 

 （「評価ポイント 3 の単位数」×3）＋（「評価ポイント 2 の単位数」×2）＋（「評価ポ

イント 1 の単位数」×1）＋（「評価ポイント 0 の単位数」×0）/ 総登録単位数 

 

（注 1）学業成績は正規課程の成績のみを用い、研究生や日本語学校などの成績を含め

ないこと。また、現在社会人の者は最終学歴の学業成績係数、在学生は現在在籍する課

程の学業成績係数を算出すること。 

（注 2）履修した授業について単位制をとらない場合は、単位数を科目数に置き換えて

算出すること。 

（注 3）編入学している場合は、編入学後の単位数を対象とすること。 

（注 4）上表の成績評価にない評価（例えば、「認定」、「合格」など）は対象としないこ

と。 

（注 5）学業成績係数に端数が出る場合は、小数点第 3 位以下を切り捨てること。 

 

(2)国籍： 文部科学省の定める“重点地域一覧”（別紙）に定める国の国籍を有すること。 

さらに、日本国政府と国交のある国のものを有すること。申請時に日本国籍を有する者は、

募集の対象とはならない。ただし，申請時に日本以外に生活拠点を持つ日本国籍を有する

二重国籍者に限り，渡日時（法政大学での学籍等発生時）までに外国の国籍を選択し，日

本国籍を離脱する予定者は対象とする。 

(3)年齢： 1987 年 4 月 2 日以降に出生した者。 

(4)学歴：日本の大学院修士課程・博士課程（前期）又は博士課程（後期）の入学資格を有

する者（入学時点でこの条件を満たす見込みの確実な者を含む。） 

(5)専攻分野： 大学において専攻した分野又はこれに関連した分野とする。受入大学で研究

が可能な分野であること。 

（注）大量破壊兵器等の製造・開発に転用される恐れのある研究分野を希望する学生に

ついては、本人の研究計画及び学習背景について面接等により十分に確認し、推薦を行

わないこと。 

(6)言語能力：日本語能力について、以下のいずれかの条件を満たす者（英語学位コースの

希望者を除く）。 

①日本語能力試験(JLPT)のレベル N2 以上を有している者（2019 年 12 月以降に取得

していること）。 

②希望する研究科への入学資格を満たす教育課程を、日本語を主要言語として修了し

た者。 

英語学位コース（総合理工学インスティテュート）希望者は、以下のいずれかの条件を満

たす者。 

① ヨーロッパ言語共通参照枠（CEFR）の B2 以上を有している者（2019 年 12 月以

降に取得していること）。 
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② 希望する研究科への入学資格を満たす教育課程を、英語を主要言語として修了し

た者。 

ただし、法政大学には日本語準備講座はないので、英語学位コース希望者も、日本での生

活に備えて各自渡日前に日本語学習をすること。 

(7)健康： 心身ともに大学における学業に支障がないこと。 

(8)渡日時期：2022 年 9 月 2 日～15 日の期間に渡日可能な者。（所定の時期に渡日できない

場合は、採用を辞退すること。自己の都合により所定の時期以前に渡日する者には渡日旅

費を支給しない。） 

(9)査証取得：渡日前に原則として国籍国所在の在外公館で「留学」の査証を新規取得し，

新規に取得した「留学」の在留資格で入国すること。そのため、既に他の在留資格（「永住

者」、「定住者」等）を有している場合であっても、「留学」に変更の上、新規渡日する必要

がある。なお、国費外国人留学生の身分終了後に改めて「永住者」又は「定住者」の在留

資格を申請しても認定されない可能性がある。 

 (10)その他： 次に掲げる者については、対象外とする。採用以降に判明した場合には辞退

すること。 

[1] 渡日時及び奨学金支給期間において、現役軍人又は軍属の資格の者。 

[2] 受入大学の指定する期日に渡日できない者。 

[3] 過去に日本政府（文部科学省）奨学金留学生であった者（渡日後辞退者を含む）。た

だし、奨学金支給最終月の翌月から奨学金支給開始月までに 3 年以上の学業又は職務経

歴がある者、又は最後に受給した日本政府（文部科学省）奨学金が日本語・日本文化研

修留学生（帰国後に在籍大学を卒業した又は卒業見込みのある者に限る）、日韓共同理工

系学部留学生、ヤング・リーダーズ・プログラム留学生のいずれかであった者はこの限

りではない。なお、文部科学省学習奨励費（MEXT Honors Scholarship）は日本政府（文

部科学省）奨学金留学生にあたらないため、過去に受給歴があっても応募可能。 

[4]  申請時に既に在留資格「留学」で日本の大学等に在籍している者及び申請時から奨

学金支給期間開始時までに私費外国人留学生として日本の大学等に在籍，または在籍予

定の者。 

[5] 日本政府（文部科学省）奨学金制度による他の 2022 年度奨学金支給開始のプログラ

ムとの重複申請をしている者。したがって本奨学金への推薦にあたっては、貴学におい

て、この制限に関する応募者の状況を十分に調査すること。同時に、この制限について

適切に候補者に周知すること。 

（注）複数の大学による同一人物の 2022 年度日本政府（文部科学省）奨学金留学生 研

究留学生（大学推薦）への重複推薦及び日本政府（文部科学省）及び（独）日本

学生支援機構が実施している留学生を対象とした支援制度（留学生交流支援制度）

との併給は認められない。重複申請又は併給が判明した場合、該当大学の推薦を

受け入れない。さらに、当該大学の推薦手順への調査を行い、何らかの問題が見

つかった場合は、当該大学は今後いかなる推薦についても不適格とみなされる。 
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[6] 奨学金支給開始後に日本政府（文部科学省）以外の機関（自国政府機関を含む）か

ら奨学金を受給することを予定している者。 

[7]  「卒業見込みの者」であって，所定の期日までに学歴の資格及び条件が満たされな

い者。 

[8] 申請時に二重国籍者で渡日時（受入大学における学籍等発生時）までに日本国籍を

離脱したことを証明できない者。 

[9] 申請時から日本以外での研究活動（フィールドワーク，インターシップ等）や休学

等を長期間予定している者。 

[10] 非正規生のみで正規課程への進学を目的としない者。博士課程修了者については、

学位取得を目的としない者。 

 

 

3. 法政大学から文部科学省への推薦者の数 

法政大学に配分された候補者の数は１～２名（予定）である。 

 

4. 奨学金支給期間 

(1) 2022 年 10 月から 2024 年 3 月までの 1 年 6 か月間とする。（ただし、法政大学の学期は

9 月に始まる。） 

渡日後、すぐには奨学金を受給できないので、当座の生活資金として、差し当たり必要と

なる費用を最低 2000 米ドル程度用意することが望ましい。 

(2)研究生等（非正規生）から大学院の正規課程、もしくは専門職学位課程に進学希望の者

で，一定の基準を満たす，特に成績優秀な者については，進学に伴う奨学金支給期間の延

長審査を受け，奨学金支給期間が延長されることがある。ただし，自動的に全員が必ず認

められるものではなく，以下の点に留意すること。 

  [1] 奨学金支給期間の延長が認められるに当たっては、延長申請に採用され、かつ進 

学希望の大学院の正規課程の試験に合格し、進学することが条件となる。 

[2] 研究生等（非正規生）として奨学金支給期間を延長することはできない。 

  [3] 延長申請の承認を受けずに上位課程に進学する者は，奨学金の支給を取り止める。 

（ただし，私費外国人留学生として進学または在籍することは可能。） 

  [4] 研究生等から大学院の正規課程へ進学する場合，大学院修士課程または専門職学 

位課程から博士課程に進学する場合，他大学の大学院への進学は認めない。（ただし、

私費外国人留学生として他大学へ進学することは可能。） 

  [5] 進学に伴う奨学金支給期間を延長できるのは次にあげる 1 回のみの予定となるの 

で注意すること。 

 ①研究生等から修士課程へ進学 

 ②研究生等から専門職学位課程へ進学 

 ③研究生等から博士課程へ進学 
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研究生等から修士課程へ進学後、さらに博士課程へ進学を希望する場合、博士課程で

は奨学金を受給できない可能性が高い。ただし、私費外国人留学生として進学し在籍

することは可能である。 

 

5. 奨学金等 

(1)奨学金： 2022 年度の奨学金月額は未定であるため、参考として 2021 年度奨学金月額

を以下のとおり示す。（なお、予算、物価等の状況により各年度で月額は変更を含め見直さ

れる。） 

2021 年度実績：月額 143,000 円（非正規生），144,000 円（修士課程），145,000 円（博

士課程） (特定の地域において修学・研究する者に対し、月額 2,000 円又は 3,000 円を月

額単価に加算）。 

 ただし、大学を休学又は長期に欠席した場合、奨学金は支給されない。 

 なお、次の場合には、原則として奨学金の支給を取り止める。また、これらに該当する

にもかかわらず奨学金を受給した場合、該当する期間に係る奨学金の返納を命じることが

ある。 

[1]申請書類に虚偽・不正の記載があることが判明したとき。 

[2]文部科学大臣への誓約事項に違反したとき。 

[3]日本の法令に違反し、無期又は一年を超える懲役若しくは禁固に処せられたとき。 

[4]大学において退学等の懲戒処分を受けたとき、あるいは除籍となったとき。 

[5]学業成績等不良や停学等により標準修業年限内での修了が不可能であることが確定し

たとき。 

[6]「留学」の資格を新たに取得せずに渡日したとき又は入管法別表第一の四に定める「留

学」の在留資格が他の在留資格に変更になったとき。 

[7]他の奨学金（使途が研究費として特定されているものを除く）の支給を受けたとき。 

[8]採用後、進学に伴う奨学金支給期間延長の承認を受けずに上位の課程に進学したとき。 

[9]当該大学を退学したとき又は他の大学院に転学したとき。 

        

(2)旅費 

 [1] 渡日旅費： 文部科学省または大学は、原則として旅行日程及び経路を指定して、渡

日する留学生の居住地最寄りの国際空港（原則、国籍国内）から受入大学が通常の経路

で使用する国際空港までの下級航空券を交付する。なお、渡日する留学生の居住地から

最寄りの国際空港までの国内旅費、空港使用料、空港税、渡航に要する特別税、日本国

内の旅費等（航空機の乗り継ぎ費用を含む）、旅行保険料、携行品・別送手荷物に関わる

経費等は留学生の自己負担とする。（「留学生の居住地」は原則として申請書に記載され

た現住所とする。）ただし、国籍国に在外公館が所在しない場合は、別途定める。 

[2] 帰国旅費：文部科学省は、原則として研究を終了し、上記「奨学金支給期間」に定め

る奨学金支給期間終了月内に帰国する留学生に対し、本人の申請に基づき航空券を交付
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する。航空券は、受入大学が通常の経路として使用する国際空港から当該留学生が帰着

する場所の最寄りの国際空港（原則、国籍国内）までの下級航空券とする。帰国する留

学生の日本での居住地から最寄りの国際空港までの旅費、空港税、空港使用料、渡航に

要する特別税、国籍国内の旅費（航空機の乗り継ぎ費用を含む。）、旅行保険料、携行品・

別送手荷物に関わる経費等は留学生の自己負担とする。なお、自己都合及び前述の「奨

学金支給停止事項」の事由により奨学金支給期間終了月前に帰国する場合は帰国旅費を

支給しない。 

また、奨学金支給期間終了後も引き続き日本に滞在する場合（例：日本での進学、就職）、

一時帰国する際の帰国旅費は支給しない。 

(3)授業料等： 大学における入学検定料、入学金及び授業料等は法政大学が負担する。 

 

6 推薦手続き及び選考 

(1)法政大学による推薦：  

[1] 法政大学総長は、特に優秀な者で奨学金の支給を必要とする者を、大学での審査の

上、公式の申請書に必要書類を添えて文部科学大臣に対し推薦する。 

[2] 推薦にあたっては日本における外国人留学生の質の確保・向上という観点から優秀

な学生を採用する。 

[3]  法政大学での選考過程では、大学全体の選考委員会を設立し、客観的な選考評価基

準に基づいて、候補者が特定国に偏ることのないようにする。 

[4]  候補者の選考にあたって、法政大学の教授陣は、可能な限り候補との面接を行う必

要がある。 候補者との直接の面接が不可能な場合、インターネットによるインタビュ

ー等、適切な方法を使用して面接を実施する。 

 

(2)文部科学省による選考： 

各大学総長から推薦された者のうち、選考委員会の審査により採用候補者を決定し、これ

に基づき、文部科学省は、奨学金支給対象者及び支給期間を決定する。 

(3)提出書類等： 

[1]  ア 日本政府（文部科学省）奨学金留学生申請書 ＜同封＞ 

イ 専攻分野及び研究計画 ＜同封＞ 

  ※申請書のコピーを使用する際はアとイはいずれも両面印刷とすること。 

[2]法政大学研究計画書＜同封＞ 

研究計画と共に、指導を受けたい教授の名前とその理由を記載してください。 

※法政大学大学院 WEB サイト

https://www.hosei.ac.jp/gs/kenkyuka/?auth=9abbb458a78210eb174f4bdd385bcf54 

 

※教授の情報や研究分野はこちら http://kenkyu-web.i.hosei.ac.jp/scripts/websearch/  
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[3] 所属大学等の研究科長レベル以上の推薦状（法政大学総長宛のもの） 

[4] 写真（最近 6 か月以内に撮影したもので 4.5×3.5 ㎝、上半身、正面、脱帽、裏面に国

籍及び氏名を記入し申請書所定の場所に貼付のこと。） 

[5] パスポートの顔写真部分コピー 

[6] 社会人は最終出身大学（学部又は大学院）の成績証明書（出身大学で発行したもの）、

在学生は最終出身大学（学部又は大学院）の成績証明書（出身大学で発行したもの）に加

え、現在在籍している課程の成績証明書（出身大学で発行したもの）。 

 

[7] 最終出身大学（学部又は大学院）の卒業（見込）証明書又は学位記 

[8] 最終出身大学において優秀であることを証明する学業成績（2-（1）参照）。ただし 2-(1)

を満たさない場合は、上記[3]の推薦状に、大学若しくは学部、または大学院若しくは研究

科での成績順位が上位 30％以内であるとの明記をもって、2-(1)の条件を満たすと認める。 

[9] 論文概要等 

[10] 2-(6)に定める語学能力の証明書(JLPT, TOEFL, TOEIC など) 

(4) 提出期限 

申請書類は下記の通り、法政大学グローバル教育センター国際支援課にメールおよび郵送

で送付すること。 

（1）E メールによるデータの提出 

推薦書および必要書類をすべて、PDF もしくは画像（文字等が鮮明に読めるもの）等に変

換し、2022 年 1 月 28 日（金曜日）までに送信してください。 

＜宛先＞ 

法政大学グローバル教育センター国際支援課外国人留学生担当 mext@hosei.ac.jp 

（2）郵送による本書の提出 

推薦書および必要書類の本書をそろえて、法政大学グローバル教育センターに 2022 年 1 月

28 日（金曜日）までに到着するように郵送してください。間に合わない場合は、連絡して

下さい。 

＜宛先＞ 

102-8160  東京都千代田区富士見 2-17-1 法政大学グローバル教育センター国際支援課

（MEXT）宛 

※申請書は申請者が個人的に提出せずに、必ず所属大学を通して提出すること。 

 

 (5) その他 

[1] これらの書類は、日本語又は英語のいずれかにより、楷書にて、全て A4 判両面印刷

に統一して作成すること。（その他の言語により作成する場合は、日本語による訳文を添

付すること。） 
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[2] 各書類すべてに申請者の名前を記載すること。（中国語圏の者は名前を漢字とカタカ

ナの両方で書くこと。）入国手続やビザの申請書類に関係するため、生年月日、国籍、住

所等に間違いのないよう注意すること。 

[3] 提出書類は、一切返却しない。 

[4] 学位論文概要等については、論文内容を簡潔にまとめたものを作成すること。 

[5] 上記の申請書がすべて完全にかつ正確に記載されていない場合、又は付属書類が完全

に揃っていない場合は審査に付さない。また、提出期日を過ぎたものは、一切受理しな

い。 

[6] 国によっては、卒業証明書等の発行を代行行政官官署等によって行う場合があるが、

出身大学等への確認を行うなど、証明の内容確認に万全を期すこと。 

[7] 申請者の健康状態については、大学が責任をもって確認すること。 

 

5. 結果通知 

 結果は 2022 年 6 月中に文部科学省から法政大学へ文書をもって通知される。 

 

以上 


